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1. 目的と業務内容 

1.1 目的 

我が国においては、国連気候変動枠組条約に基づき、温室効果ガスの排出・吸収量目録（以下

「インベントリ」という。）の提出とともに、インベントリの精緻化が求められているところであ

る。また、2050 年カーボンニュートラルの実現とともに、2030 年度の温室効果ガス排出量を 

2013 年度比で 46％削減することを目指し、さらに 50％の高みに向けて挑戦を続けることとさ

れており、家庭部門においても効果的な削減対策の実施が喫緊の課題となっている。 

そのため、家庭部門の CO2排出実態やエネルギー消費実態等の詳細な基礎データを把握するこ

とを目的として、全国 13,000 世帯（調査員調査 6,500 世帯、インターネット・モニター調査（以

下「IM 調査」という）6,500 世帯）を対象とする一般統計等調査「家庭部門の CO2排出実態統計

調査」（平成 28 年 11 月４日付総務省承認）（以下「家庭 CO2統計」という。）を平成 29 年度（2017

年度）から実施している。 

本業務では、家庭 CO2統計の令和５年度調査に関し、調査員調査の準備・実査、結果の分析等

を実施する。 

なお、令和５年度に家庭 CO2統計を実施するためには準備から実査・集計・分析・公表等まで

に約３年間を要することから、本業務は令和４年度～令和６年度の３か年度にかけて行う。今年

度は１年度目の業務で、調査の準備業務を実施する。 

 

1.2 業務内容 

(1) 家庭 CO2統計令和５年度調査（調査員調査）の準備 

家庭 CO2統計の令和５年度調査の調査員調査について、全国 6,500 世帯を対象とし、令和５年

４月から令和６年３月までの１年間、電気・ガス・灯油等の使用量や属性事項等を調査する。 

調査は統計法に基づく政府の一般統計調査として承認を受けた内容に基づき実施する。 

令和４年度は、調査地点の抽出、調査世帯名簿の作成、調査世帯への協力要請、調査票等調査

資材の印刷・配布、回答者負担の軽減等を目的とするインターネットで回答（オンライン回答）

を行う画面の作成等の調査の準備を行う。なお、回収率の向上に向け、調査員調査の調査票の配

布は調査員の訪問により行う等の取り組みを実施する。調査の実施に向けて合理化・効率化の観

点から課題の整理を行い、改善の検討を行うものとする。 

なお、本委託業務の実施に当たっては、統計法及び関係法令等を遵守して実施するとともに、

調査票情報等のデータについては適切に管理を行い、環境省での保管が必要なデータについては

適切な時期に提供する。 

 

(2) 家庭 CO2統計の承認申請に係る準備の支援等 

家庭 CO2統計の令和５年度調査に係る調査票や標本設計などの調査設計について、調査設計

の改善に伴う承認申請に係る準備を支援し、必要に応じて対応支援を行う。 
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(3) 家庭 CO2統計の利用促進及び改善に向けた検討 

統計の利用が期待される主体（地方公共団体、企業、団体、研究者等）に対するヒアリング

（１人当たり２時間、のべ５人程度を想定）を行い、調査事項や集計事項に関する意見の収集等

により、統計調査の活用促進及び改善のためのニーズの把握を行う。 

令和４年３月に「政府統計の総合窓口 e-Stat」で公表した令和２年度調査結果を、政府統計共

同利用システム統計情報データベースへ登録を行い、統計利用者の利便性の向上を図る。 

その他、必要に応じて、家庭 CO2統計の利用促進及び改善に向けた取り組みを実施する。 
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2. 家庭 CO2統計令和 5 年度調査（調査員調査）の準備 

2.1 調査の準備状況 

 

表 2.1.1 調査員調査準備スケジュール 

 令和 4 年 令和 5 年 

 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 

住民基本台帳による抽出  □ □ □ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■           

オンライン回答画面の作成         ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■   

調査物品の準備         □ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ □ □    

調査協力依頼状の送付                 ■ ■    

調査員への指示集会                 ■ ■    

調査員による調査協力依頼                 □ ■ ■ ■ □ 

 

(1) 住民基本台帳による抽出 

1） 地点抽出 

調査世帯数は全国計で 6,500 世帯とし、地方 10 層、都市階級 3 層を設定した。都市階級の層化

には「令和 2 年国勢調査」（総務省統計局）の世帯数を用いた。 

 

【地方の層化】 

・北海道：北海道 

・東北：青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県 

・関東甲信：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県、長野県 

・北陸：新潟県、富山県、石川県、福井県 

・東海：岐阜県、静岡県、愛知県、三重県 

・近畿：滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県 

・中国：鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県 

・四国：徳島県、香川県、愛媛県、高知県 

・九州：福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県 

・沖縄：沖縄県 

【都市階級の層化】 

・都道府県庁所在市（東京都は区部）及び政令指定都市 

・人口 5 万人以上の市 

・人口 5 万人未満の市及び町村 

 

なお、実査効率性の観点から 1 調査地点あたりの調査世帯数を 20 世帯と設定し、全国計で 325

地点を設定した。 
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表 2.1.2 地方別都市階級別調査世帯数（住民基本台帳からの選定による調査） 

地方 都市階級① 都市階級② 都市階級③ 合計 

北海道 220(11) 200(10) 140(7) 560(28) 
東北 200(10) 240(12) 160(8) 600(30) 

関東甲信 500(25) 520(26) 80(4) 1,100(55) 
北陸 220(11) 200(10) 120(6) 540(27) 
東海 220(11) 360(18) 80(4) 660(33) 
近畿 300(15) 380(19) 60(3) 740(37) 
中国 220(11) 260(13) 120(6) 600(30) 
四国 240(12) 120(6) 180(9) 540(27) 
九州 300(15) 200(10) 160(8) 660(33) 
沖縄 120(6) 240(12) 140(7) 500(25) 

全国計 2,540(127) 2,720(136) 1,240(62) 6,500(325) 

※ 括弧内の数値は調査地点数を表す。 

 

「令和 2 年国勢調査 小地域集計表」（総務省統計）の町丁目ごとの世帯数から抽出確率を設定

し、30 層ごとに等間隔抽出法を用いて地点抽出を行い、325 地点を令和５年度調査の対象地点と

して選定した。なお表 2.1.3～表 2.1.5 は、同一市区町村から複数選定されている場合、一つの市

区町村としているため、297 自治体を掲載している。 
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表 2.1.3 抽出地点（1/3）
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表 2.1.4 抽出地点（2/3） 

 

 



 
7 

表 2.1.5 抽出地点（3/3） 
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2） 対象世帯名簿 

1 地点あたり 60 世帯の対象世帯名簿を、対象地点の含まれる市区町村の住民基本台帳を用いて

等間隔抽出法により作成した。その際、選定された対象世帯の世帯主がわかる場合は、世帯主を

対象世帯名簿に記載するよう留意した。 

 

(2) オンライン回答画面の作成 

対象世帯が調査票への記入により回答する他、インターネットでも回答できるよう、オンライ

ン回答画面を作成した。対象世帯にとっては投函の必要がないことから、労力を軽減することが

でき、回収率の向上につながる。 

なお、オンライン回答画面では、他の対象世帯の回答画面にて回答されないよう、対象世帯ご

とに ID とパスワードを発行した。 

 

 

図 2.1.1 ID とパスワード入力画面 
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(3) 調査物品の準備 

令和 5 年 4 月からの調査開始に向け、調査員が配布する調査票等の調査物品の原稿の作成及び

印刷を行った。まず、調査員稼働により令和 5 年 2 月に調査協力依頼活動を行った。 

家庭 CO2統計は、原則として 12 ヶ月分の調査票（エネルギー使用量調査票）と属性調査票（4

月票、夏季票、冬季票）の全てを回収することで有効回答としている。そのため、今後 1 年間継

続してもらえるためにも、令和 5 年 5 月に最初の調査票となる 4 月票の回収を調査員が実施する

ことで、対象世帯と良好な関係を築けるよう、準備を進めた。 

調査協力依頼活動では、対象世帯に対して表 2.1.6 対象世帯へ配布する調査物品（調査協力

依頼活動時）の調査物品を配布するとともに、調査員に対しては、対象世帯の住所リストや業務

概要説明書、依頼活動説明書等を配布し、調査協力依頼活動がスムーズに進められるよう配慮し

た。 

 

表 2.1.6 対象世帯へ配布する調査物品（調査協力依頼活動時） 

調査物品 概要 

挨拶状（環境省） 環境省から対象世帯への依頼文書 

挨拶状（インテージリサーチ） 実査機関から対象世帯への依頼文書 

エネルギー使用量調査票（4月票） 例月票と区別するため水色の調査票とする 

エネルギー使用量調査票（5月票） 令和 4 年度調査の回収票と区別するため白色の調査票とする 

回答の手引き（4 月票・例月票） 4 月票及び例月票の回答方法を、検針票等を用いて解説 

令和 3 年度調査のご紹介 令和 3 年度調査結果の紹介、対象世帯が協力した結果の活用事例 

インターネットコード表 オンライン回答の際の ID とパスワード（対象者ごとにユニーク） 

 

なお、属性調査票の回収が重要となることから、4 月票、夏季票、冬季票をそれぞれ令和 5 年

5 月、9 月、令和 6 年 3 月に調査員が訪問して回収する予定である。 
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(4) 調査員への指示集会 

今後 1 年間の活動が円滑に進められるように、全国で調査員指示集会を開催した。1 年間に渡

る調査の流れを説明するとともに、依頼をかける際の手順について詳細な指示を行った。なお、

この指示集会に参加しなければ、本業務の調査員として認めないこととし、統計調査の質の確保

及び個人情報を含む情報管理の徹底等を図った。 

会場選定においては、出席予定者の 2 倍以上の定員となる広さの会議室を準備した。また、マ

スク着用を必須とし、会場入り口での手指消毒、検温、集会途中での換気などの感染症対策を講

じた。 

 

表 2.1.7 調査員指示集会の実施状況 

 

 

  

エリア 会場 日付 時間

沖縄県 那覇 2月10日（金） 10:30～13:00

静岡県 静岡 2月13日（月） 13:00～15:30

茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川

県、山梨県、長野県
東京 2月14日（火） 10:30～13:00／14:00～16:30

熊本県 熊本 2月15日（水） 11:00～13:30

富山県、石川県、福井県 金沢 2月15日（水） 11:00～13:30

徳島県、香川県、高知県 高松 2月16日（木） 13:00～15:30

鹿児島県 鹿児島 2月17日（金） 10:30～13:00

愛媛県 松山 2月17日（金） 14:00～16:30

山口県、福岡県、佐賀県、長崎県、大分県 福岡 2月18日（土） 10:30～13:00

鳥取県、島根県、広島県 広島 2月20日（月） 13:00～15:30

岡山県 岡山 2月21日（火） 11:00～13:30

岐阜県、愛知県、三重県 名古屋 2月21日（火） 10:00～12:30／13:30～16:00

滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県 大阪 2月22日（水） 10:00～12:30／13:30～16:00

青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県 仙台 2月22日（水） 11:00～13:30

新潟県 新潟 2月23日（木） 10:30～13:00

北海道 札幌 2月25日（土） 11:00～13:30

宮崎県 宮崎 2月27日（月） 11:00～13:30
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(5) 調査員による調査協力依頼 

(1)で作成した対象者世帯名簿（1 地点あたり 60 世帯）の中から 20 世帯への調査協力を得られ

るよう活動を行った。ただし、集計結果の精度を向上させるため、エネルギー消費量と相関の高

い世帯区分と住居区分については一定の基準をもって調査協力を得られるよう留意した。 

世帯区分では単身世帯 2 割、二人以上世帯 8 割の比率を確保し、住居区分については戸建また

は集合住宅の一方に偏ることなく、必ずいずれかを 3 割含むようにした。 

 

 

 

図 2.1.2 調査協力依頼における基準 

 

 

調査員から調査協力依頼を受けた対象世帯が自治体を通じて当該調査の実施状況について照会

がなされることがあるため、対象地点のある市区町村に対して、調査員が依頼活動を実施してい

ることを文書にて環境省より通達した。 

 

 

  

単身世帯 4

二人以上世帯 16
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帯
区
分

 

戸建 集合住宅

単身世帯 2
1sまでの変動はOK
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二人以上世帯 8
3sまでの変動はOK

8
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住居区分

 



 
12 

2.2  調査の合理化・効率化の検討 

 

調査の合理化・効率化を進めるために、以下の５つの取組を検討した。 

 

表 2.2.1 調査の合理化・効率化に向けた取組 

(1) オンライン回答の推奨 オンライン回答を促進するため、回答の手引きの表紙にインターネット

回答画面へアクセスする QR コードを掲載した。 

(2)委任状方式の実施 調査対象世帯から委任状を取得しエネルギー事業者（電力会社・都市ガ

ス会社）からエネルギー使用量データを受領する方法を、一部事業者で

導入。 

(3) Web 閲覧サービスの周知 対象世帯がエネルギー使用量を容易かつ正確に把握でき、調査継続が可

能となるよう、エネルギー事業者等の Web 閲覧サービスの普及を図った。 

(4)回答の手引きの拡充 インターネット回答を促進するため、回答の手引きの表紙にインターネ

ット回答画面へアクセスする QR コードを掲載した。 

(5)調査票の改定  効率的に対象世帯の状況を把握できるよう調査票の改善・改定を行った。 

 

 

(1) オンライン回答の推奨 

インターネット回答を促進するため、回答の手引きの表紙にインターネット回答画面へアクセ

スする QR コードを掲載した。 

 

図 2.2.1 インターネット回答画面への QR コード 
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(2) 委任状方式の実施 

委任状方式とは、調査世帯が自らの使用する電気使用量やガス使用量について、エネルギー供

給事業者が調査機関に提供するよう委任する方式である。委任状方式を実施する地方の選定にあ

たり、共通の委任状書式で実施できることや当該地方のガス会社の規模等を考慮し、四国地方に

て実施することとする。なお、ガス事業者の供給エリアを考慮し、四国地方の 27 地点中 10 地点

にて実施する。 

 

 

図 2.2.2 委任状方式の概要 

 

 

  

②委任状提出 ③情報照会

①委任の依頼 ④情報提供

⑤情報利用

調査世帯 調査機関 エネルギー供給事業者
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(3) Web 閲覧サービス利用の周知 

回答の手引きに電気小売事業者及びガス小売事業者の Web 閲覧サービスの URL を記載するこ

とでその活用を促進する。 

 

表 2.2.2 電力取扱い企業の Web 閲覧サービスの一例 
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表 2.2.3 ガス小売事業者の Web閲覧サービス 

 

 

(4) 回答の手引きの拡充 

回答の手引きは、対象世帯が調査票の回答に困った際に参考にする資料であり、わかりやすい

ことが求められることから、デザイン性を考慮し、その視認性の向上を図った（参考資料の「回

答の手引き」参照）。 
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(5) 調査票の改定 

全ての調査票において、世帯調査であることを明示するため、設問には「お宅の～」などの標

記を追加した。また、会社名の更新や時世にあった表現を用いるなど修正を加えた。その上で、

対象世帯のエネルギー使用量と関連のあると思われる設問を以下のとおり追加した。 

なお、追加的業務の提案として、過年度調査結果やプレ調査の結果から追加設問を中心に、調

査員へヒアリングを実施したので、その際の意見を（調査員の意見）として記載する。 

 

＜4 月票 問 8-2＞ 

（調査員の意見）マンションでは窓や壁は共用部のため共用部の改修工事を対象に含める必要がある。 

 

＜4 月票 問 15-3＞ 

 

（調査員の意見）各調査員の担当地点で多く契約されているプランを事前に示す必要がある。 

          旧一般電気事業者のプランや契約数の多い新電力のプランを回答の手引きに示す。 

 

リフォーム及び断熱リフォームの実施状況についての設問の追加。 

再生可能エネルギーによる CO2排出量ゼロの電力契約プランについての設問の追加。 
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＜4 月票_問 19 例月票_問 6＞ 

 

（調査員の意見）今まで対象者に複数の領収書を合計してもらっていたので、今後は回答しやすくなる。 

 

  

ガソリン・軽油の購入量及び支払金額の回答欄を 1 つから 5 つに増やす。 
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＜夏季票 問 25＞ 

 

（調査員の意見）通勤と仕事の境界が曖昧なため「勤務中の移動は含めない」ことを明記する。 

 

  

それぞれの交通手段の利用状況についての設問を追加。 
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3. 家庭 CO2統計の承認申請に係る準備の支援等 

3.1 令和５年度調査の総務省への変更申請補助等の実施 

令和５年度調査における調査改定のための総務省への変更申請にあたり、総務省からの問い合

わせおよび指摘に対応するための補助業務を実施した。令和 4 年 4 月から申請補助を実施し、同

年 11 月 30 日に総務省からの内諾を得たうえで、令和 5 年 1 月 16 日に承認された。 

 

(1) 変更申請書類 

変更申請において作成補助を行った申請書類は表 3.1.1 の通りである。 

 

表 3.1.1 変更申請の際に作成した申請書類 

書類名 概要 作成補助

対象 

01 申請書 変更申請書の表紙。  

02_01（別紙） 申請事項記載書 変更後の調査の設計及び集計事項について、変更

箇所及びそれらの変更理由について記載。 

○ 

02_02 調査票新旧対照表 各調査票の変更箇所及びその変更理由について

記載。 

○ 

03_01 調査計画（変更後） 変更後の調査の目的、方法、期間、規模、調査項

目等について記載。 

○ 

03_02 調査計画（変更後）【別添

１】標本設計について 

変更後の調査世帯抽出の際の層設定、目標回収

数、調査世帯数について記載。 

○ 

03_03 調査計画（変更後）【別添

２】集計事項について 

e-Stat に掲載する集計表における主計事項につ

いて記載。 

○ 

03_04【調査票】4 月票改定案 変更後の 4 月調査票案を掲載。 ○ 

03_05【調査票】夏季票改定案 変更後の夏季調査票案を掲載。 ○ 

03_06【調査票】冬季票改定案 変更後の冬季調査票案を掲載。 ○ 

03_07【調査票】例月票改定案 変更後の例月調査票案を掲載。 ○ 

04 調査実施の必要性 家庭 CO2統計を実施する必要性について記載。 ○ 

05 当該統計調査により作成さ

れた計画に関する利用実態及

び調査の回収状況等について 

これまでに家庭 CO2 統計が利活用された事例及

び調査票の回収状況について記載。 

○ 

06共通点検・評価チェックリス

ト 

調査計画の履行状況、回収率等の調査精度に関す

る事項、利活用状況等について点検・評価内容を

記載。 

 

 

  



 
20 

(2) 変更申請時の総務省からの主な照会事項 

変更申請時の総務省からの主な照会事項は以下の通りである。 

 

1. 有識者検討会の名称や構成員、開催頻度、開催目的、検討内容などの詳細について 

2. 調査開始以降の目標回収数の達成状況について 

3. 標本設計の際の母集団情報を変更したことによる影響について 

4. 調査地域、調査月、調査月の調査員の訪問回収の有無による有効回答率の影響について 

5. 新規調査項目について 

6. 調査報告者数を縮減する余地について 
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4. 家庭 CO2統計の利用促進及び改善に向けた検討 

4.1 ニーズ把握の実施 

4.1.1 背景・目的・方法 

家庭 CO2統計を意義あるものとするためには、統計の利活用の進展・拡大が不可欠である。そ

のためには、調査項目が時とともに変化する利用者のニーズに即していることや、統計が利用し

易いものであることが重要となる。このような理由から、平成 27 年度業務では、全国試験調査の

公表に先立ち、エネルギー事業者、機器メーカー、自治体、研究機関等といった、統計の利用が

想定される主体を対象に、統計に対するニーズを把握する目的で、11 件の対面によるヒアリング

を実施した。また平成 29 年度業務では、その前年度に公表された全国試験調査の結果を紹介しな

がら、統計利用者として想定される地方自治体や研究者等を主な対象とした 12 件の対面による

ヒアリングを実施した。令和 2 年度および 3 年度にはこれまでに調査票情報の二次利用の申請経

験のある研究者や、今後活用の期待される自治体を対象に、それぞれ計 6 件および計 5 件のヒア

リングをオンラインにて実施した。 

今年度も引き続き、家庭 CO2統計の利用経験がある、もしくは今後利用が期待される主体に対

し、統計調査の概要や過年度調査で得られた結果等を紹介し、普段の業務における課題や家庭 CO2

統計に対するニーズを把握するとともに、統計の改善に資する意見・要望等を収集することを目

的とし、ヒアリング調査を実施する。件数は計 5 件とする。 

 

4.1.2 ヒアリング先 

＜研究者＞ 

 研究者 A（2022 年 11 月 21 日 16:00～17:30 @オンライン会議） 

 研究者 B&C（2022 年 11 月 22 日 10:00～11:30 @オンライン会議） 

 研究者 D（2022 年 11 月 30 日 13:00～14:30 @研究者 D オフィス） 

 研究者 E&F（2022 年 12 月 8 日 16:00～17:45 @オンライン会議） 

＜団体＞ 

 団体 G（2022 年 11 月 9 日 16:00～17:40 @団体 G 会議室） 

 

4.1.3 ヒアリング項目 

 普段の業務における課題、関心事等 

 従来利用している情報源とその課題 

 家庭 CO2統計を活用した理由（若しくは活用を検討した理由） 

 家庭 CO2統計の活用方法・活用成果（活用経験がある場合） 

 家庭 CO2統計の活用可能性（活用経験が無い場合） 

 家庭 CO2統計を活用した感想（活用経験がある場合） 

 家庭 CO2統計の調査項目についての意見・要望 

 家庭 CO2統計の調査設計（調査規模、地域区分）についての意見・要望 

 家庭 CO2統計の公表（公表時期、資料内容、集計事項等）についての意見・要望 
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 住宅性能に係る項目で一般の方が回答可能と考えられるもの（研究者 E&F 向け） 

 その他 

 

4.1.4 ヒアリング調査結果 

ヒアリング調査により得られた主な意見を以下に記す。 

(1) 研究者 

質問事項 回答内容 

普段の業務にお

ける課題、関心

事等 

研究者 A 

 需要シミュレ―ションに力を入れており、対象地域の多様性や地域特性

（住宅や世帯の特徴、気象条件等）を考慮して町全体のエネルギーの需

要シミュレーションを実施している。 

 住宅の断熱性能の違いによるエアコンの消費電力の比較など、建築環境

の研究も行っている。 

 電気自動車（EV）や太陽光発電システム（PV）が増加した場合に、どの

ように需要が変化するのかという点にも着目している。 

研究者 B 

 地域社会などの集団単位で持続可能なライフスタイルの研究をしてお

り、教育、自治体などの協力による活動を視野に入れている。 

 学校教育の中で教育している温暖化対策について、実際の行動に繋がる

ような教育プログラムを研究している。 

 地域の特性を考慮して、どこまで細かく分析するかはコストとの折り合

いもある。そのため、似たような傾向を持つ地域を参考に分析している。 

研究者 D 

 家計調査や生活時間調査を活用し、生活スタイルの特徴とエネルギー消

費の関連性を明らかにすることに関心を持っている。 

 コロナによって増加した換気による空調負荷の影響について関心があ

る。 

研究者 E 

 世界中で大都市に人口が集中しているため、必然的に集合住宅が多くな

ると思われるので、集合住宅を対象とした調査を増やしていく必要があ

ると考えている。 

 

従来利用してい

る情報源 

研究者 A 

 日本ガス協会（JGA）が公表している一般ガス導管事業者一覧をデータ

ベース化し、都市ガス供給エリアを市区町村単位で特定している。 

 国勢調査などから、地域別の世帯人数別世帯数等の情報を利用している。 

 NHK 国民生活時間調査のデータから、年齢層別のライフスタイルに関す

る情報を利用している。 

 経済センサス（総務省）や、資源エネルギー庁の都道府県別・業種別の

消費電力量のデータ、SII（環境共創イニシアチブ）の BEMS 実績報告の

負荷カーブなどを使っている。 

研究者 B 

 消費動向調査や、ワークショップなどで市民に回答してもらう簡単なア

ンケートのデータなどを活用している。 
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質問事項 回答内容 

研究者 C 

 産業連関表や家計調査、再エネの導入ポテンシャルのデータを利用して

いる。 

研究者 D 

 公的統計（家計調査、社会生活基本調査、産業連関表）、NHK 国民生活

時間調査の他、HEMS データや、生活行動に関するアンケートデータを

取得することもある。 

研究者 E 

 2000 年前後に日本全国の住宅のエネルギー消費を調べており、インター

ネットを使ってアンケート調査を実施していた。東日本大震災の前後で

のエネルギー消費量の変化等も分析した。 

 

従来利用してい

る情報源の課題 

研究者 A 

 過去にあった設問が削除されると設問番号がずれる事があるので、時系

列分析の際に項目の紐づけに苦労する。 

 都市ガス供給エリアを特定しているが、より細かな供給先などは各会社

の約款を読まないと分からない。地方都市では、同じ市内でも中心地と

郊外エリアとでは都市ガス普及状況が全く違うことがある。 

研究者 B 

 自治体レベルでのデータがあるとよい。市民は気候変動に関しては国や

大企業の問題として捉えることで、自ら関与を薄めてしまう。市民が関

わることが重要という認識を持ってもらうことは重要である。 

研究者 D 

 従来の情報源ではエネルギー消費とその要因となる情報が同一調査内で

得られなかった。 

研究者 E 

 住宅は個別事情の塊なので、深堀して分析する際はデータの偏りは常に

意識している。 

 

家庭 CO2 統計

の活用可能性・

利用方法・利用

した感想 

研究者 A 

 用途別の使用エネルギー種を家庭 CO2統計のデータから抽出している。 

 市区町村名の表記がしっかりしている点は非常に良いと感じた。他の統

計では市区町村で名寄せを行おうとしても、表記にばらつきがあり、う

まく紐付けできないことがある。 

研究者 B 

 エネルギー消費の地域特性や実態等を市民へ伝えていくという意味で、

家庭 CO2統計は非常に有益である。地域によって交通環境の違いや、再

エネの選択肢などの相異があり、そういった地域特性と、家庭の排出量

の関係を理解する上で、家庭 CO2統計を参考にしている。 

 ワークショップでは市民に対して、環境問題に対して興味を持ってもら

えるよう、簡単な質問票を用いて個人のカーボンフットプリントを推計

している。家庭のエネルギー消費に関する設問の立て方の検討において、

家庭 CO2統計の調査票を参考にしている。 

 政策効果等を道徳に訴えるのではなく、定量的なデータを用いて議論す

ることを心掛けている。地域ワークショップではできる限りその地域の
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質問事項 回答内容 

データを用いて話をしたいが、既存のデータでは限界がある。そこで家

庭でのエネルギー消費の状況を都道府県別や自治体別にダウンスケール

する際に家庭 CO2統計が活用できないかと考えている。 

研究者 D 

 エネルギー・資源学会の「家庭部門の CO2排出実態統計調査利用研究会」

に参加し利用している。 

 国民生活時間調査と家計調査をもとにした家庭のエネルギー消費の推計

の中で、暖房方法などの地域別の特徴を取り入れるために家庭 CO₂統計

を補完的に活用した。 

 用途別エネルギー種別消費量を収入別や世帯類型別に分析し、今後の人

口動態の変化による家庭部門のエネルギー消費の予測を行った。 

 家計調査をベースに産業連関表を組み合わせて、環境面と栄養面を両方

満たすようなレシピの提案を行う研究も取り組んでおり、そこで家庭

CO2統計におけるコンロの種類の情報を利用している。 

 内容について不満な点はない。用途別排出量の推計方法をマニュアル化

してあり、再現可能であることが大変ありがたい。 

研究者 E 

 コロナ禍前後のエネルギー消費量の変化を家庭 CO2 統計のデータを参

考に比較している。 

調査事項への意

見・要望 

研究者 A 

 所得階層がもう少し細かいと良い。日本だと低所得者層に焦点をあてた

調査はあまりないが、アメリカだと居住エリアによって所得階層が概ね

判断できるため、貧困層へのエネルギー供給対策が検討されている。 

 地域全体のエネルギー需要をシミュレーションする上で、断熱性能の違

いを表現する指標が足りないと感じている。 

 より詳細な都市ガス普及状況が分かるような設問（例えば、都市ガスを

使おうと思えば使える状況にあるか否か）があると助かる。 

研究者 B 

 PV や EV などにおける国や自治体の補助制度があることを知っている

かという項目があると、認知状況が把握でき良いと思う。 

研究者 C 

 EV の自宅での充電状況と、契約電気の再エネ比率の関係について把握

できるような設問があるとありがたい。 

 屋根に PV を設置するポテンシャルがどの程度あるのかは関心があるの

で、設置可能かどうかを把握できるようなデータがあれば良いと考えて

いる。 

→太陽光パネルを設置する際には実際に屋根に上り、角度や日照条件等

の状況を考慮してどの程度発電可能かを計算する。屋根置き PV の設

置ポテンシャルをアンケート調査で把握するのは難しいのではないか

と思われる。（研究者 B） 

 断熱の現状や省エネ性なども関心があり、その点も把握できれば良いと

考えている。一般の家庭にも断熱指標が普及するとよい。 

研究者 D 

 一日の生活パターンや、購買などの消費生活行動も調査項目にあるとそ

の世帯のカーボンフットプリントの推定などへの活用など発展性が見込



 
25 

質問事項 回答内容 

めると思う。 

研究者 E 

 コロナ前までは大都市圏のマンションでは、かなりの割合で床暖房が導

入されてはいたが利用率は低かった。コロナ禍で換気の意識が高まった

ことでエアコンから床暖房にシフトしている傾向が見られている。その

点を把握できるようなデータがあると良い。 

 普通のガソリン車とハイブリッド車は分けた方が良いのではないか。 

 水の消費という観点も、家庭の中でも重要であり、今後、消費量が問題

になる可能性もあるので、検討してもらいたい。 

→（後日メールにて）水の消費は調査の主眼である CO2排出の観点から

も無視できない。エネルギー消費と比較しても、水は比較的大きな部

分を占めている。計量・課金していることもあり、データとしては電

力・ガス等と同等の質を確保できると思う。 

研究者 F 

 断熱性能については、もう少し指標となるデータが欲しいと考えている。

例えば慶応義塾大学伊香賀研究室の研究では、断熱性能の判定に関する

研究で、チェックリストを用いた質問票を用いている。1,2 

→断熱性能などを一般の方に理解していただくのは難しい。アンケート

でのポイントは回答者がしっかりと理解しているかということであ

る。（研究者 E） 

 集合住宅の場合は住戸位置（角部屋／中間・階数など）が分かると良い。

その上で、住戸によって暖冷房の使用状況等に違いがあるかといった点

が把握できれば良い。 

 住宅構造は鉄筋コンクリート造か鉄骨造かがあった方が良い。 

 子供を細分類（就学前後、大学入学前後など）できると良い。 

→子供が小さい世帯は 1 人当たりエネルギー消費量が少ない傾向があ

る。（研究者 E） 

調査設計（調査

規模、地域区分）

への意見・要望 

研究者 A 

 アメリカの RECS3（Residential Energy Consumption Survey）は、毎

年ではないものの、継続して調査が実施されている。多少実施年が空い

ても調査規模を拡大することも考えられないか。 

研究者 B 

 地域全体を良くするという観点から、地域（自治体）特性を把握できる

ような情報（の粒度）があれば良い。 

研究者 D 

 地域ごとに分析することがないため、サンプルサイズは十分と思う。 

研究者 E 

 地域や属性などの条件を絞っていくと、サンプル数がどうしても足りな

いところがある。調査員調査とインターネット調査で傾向に差が見られ

ないのであれば、インターネット調査を増やせないか。サンプル数を増

 
1 高柳ら：健康維持増進に向けた住環境評価ツールの有効性の検証, 日本建築学会環境系論文集 第 76 巻 第 670

号，1101-1108，2011 年 12 月 
2 海塩ら：個人因子別の家庭血圧上昇量に関する分析－冬季の室内温熱環境が血圧に及ぼす影響の実態調査－, 日
本建築学会環境系論文集 第 79 巻 第 701 号，571-577，2014 年 7 月 

3 US Energy Informatuion Administration: Residential Energy Consumption Survey,  

https://www.eia.gov/consumption/residential/ 



 
26 

質問事項 回答内容 

やす方向でご検討いただきたい。 

→現状、調査員調査と IM 調査との間には無視できない差があること、

また IM 調査の拡充は一昨年度議論になったが、統計の専門家にも相

談した結果、見送りとなったことについて、回答済。 

公表方法（公表

時期、資料内容、

集計事項等）に

ついての意見 

研究者 A 

 経年で継続的に調査されている設問については、データベース上の設問

番号を固定していただけるとありがたい。 

 市区町村コードは予め決まっているものなので、それが最初から付いて

いるとありがたい。 

 月別の電気料金やガス料金などが具体的に何月の何日から何日までの料

金なのか、把握できると良い。例えば 7 月のデータの場合、6 月 15 日か

らの 1 か月間なのか、7 月 1 日からの 1 か月間なのかでエネルギー消費

傾向は異なる。 

 地域の都市ガス使用状況を判定するために、市区町村それよりも細かい

区分でデータが見られるとありがたい。 

研究者 B 

 速報性に関しては、そこまで重要視していない。市民にとっては去年の

データでも今年のデータでも、初めて見る場合が多いので、そこまで影

響はないのではないかと思われる。 

研究者 C 

 モビリティ関係のデータに関する集計の公表があれば良い。 

研究者 D 

 学生に個票データの分析を行ってもらうことが難しいことが課題と感じ

ている。オンサイト利用も試したが、申請の手間や作業効率が悪く上手

くいかなかった。 

 対外的に発表する場合にも二次利用時の申請者以外の方を著者とできな

いことになっているため、論文投稿のハードルが高い。 

 月々の変化（設備の買換えなど）から、その後の世帯のエネルギー消費

の傾向の変化を分析することも面白いと思うので、例月票の変化に関す

る項目（問 1）も二次利用できるとよい。 

研究者 F 

 国交省の建築物省エネ法の地域区分（8 区分）が個票情報として提供さ

れていると使いやすい。 

 統計法の縛りとして、学生は個人の研究としては使えないと認識してい

る。一方、既往文献の引用という点では問題ないと認識している。二次

利用申請して分析したものを学会で発表して、そのデータを引用して卒

論で使うなどの方法が良いと考えている。 

その他 研究者 A 

 家庭 CO2統計のように、長くデータを取得することで経年変化などの把

握や比較など、色々な分析をできるので、是非とも長く続けていただき

たい。 

 現時点では EV はまだ普及していないが、早いうちから EV に関するデ

ータを取得しておき、経年変化を把握することは重要ではないか。 

研究者 B 

 市民に省エネへの関心があっても、直接、脱炭素行動に繋がらない場合
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質問事項 回答内容 

もある。データを見たからと言って、行動変容に繋がるとは限らない。

環境問題の有識者と自治体の中で議論をし、別の課題を解決しつつ、脱

炭素になるような施策を市民と一緒に検討することで、行動変容に積極

的にかかわってくれるのではないかと考えている。 

 市民向けに経年変化などの定量的なデータを示す場合は、データに対し

て市民が感じる印象と、こちら側の印象とが異なる場合がある。環境意

識を持ってもらい、自分事化してもらえるよう、その点は上手く伝える

ような工夫が必要である。例えばカーボンフットプリントを併せて説明

するなどして、自分の行動によって、どのくらいの CO2削減余地がある

かなどを伝えるのも効果的だと思われる。 

研究者 D 

 利用研究会内で各研究者が対外的にどのような発表をされているか、事

務局で集約して出していただけるとよい（研究会外で報告・投稿されて

いる事例が他にもあるように思う）。 

 業務部門に関して、カーボンニュートラルに向けてサプライチェーン全

体の排出まで目を向けた脱炭素の計画を立てている業界が少ないように

感じている。 

研究者 E 

 住宅の室温はデータとしてしっかり取得されていないと感じている。本

来は住宅の環境がどうなっているかを室温とセットで見ていく必要はあ

る。最近はスマートフォンとの連携を上手く活用する方法などもある。

また、健康や快適性などの観点からも、室内環境の把握も重要である。 

研究者 F 

 冷房を使うのは大きな増エネにならない等といったエビデンスがあるの

であれば、しっかりと示すことは重要である。エビデンスを示すことで、

特に高齢者は無理な節電を行わなくなり、熱中症対策にもなるのではな

いか。 

 

(2) 団体 

質問事項 回答内容 

普段の業務にお

ける課題、関心

事等 

 各地域の拠点と連携して家庭内への啓発事業や地域の中小企業に対する

支援を行っている。 

 家庭の省エネ水準を診断してライフスタイルに応じたアドバイスを実施

している。 

 自治体の環境担当者のサポートを行うケースもある。 

 省エネ・省 CO2対策にどのようなものがあるのかを知っている方は多い

が、知識が個人の行動につながっていない。教育や啓発によってどのく

らいの人が行動し CO₂が減っているのかを定量的に把握することが難

しい点が課題である。 

 ライフスタイルの変化によって機器の使い方や需要の変化が起こってい

る事象に対して、効率的な使い方を啓発できるように調査データを活用

したい（例えば、コロナに伴い冷凍庫が増えているが、効率的な使い方

ができていない懸念がある） 

従来利用してい  温室効果ガスインベントリと EDMC エネルギー経済統計要覧が中心と
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質問事項 回答内容 

る情報源 なっている。 

 家庭 CO₂統計も啓発資料作成に活用し始めている。 

 どのような観点で情報発信するかのアイディアは一般の方や職員からの

意見や、アンケートから得ることもある。 

情報源の課題  対策を行っていただく方々の個々のライフスタイルに応じたアドバイス

を行いたいが、全国平均を示すに留まってものも多い。 

 同じ地域や同じ世帯属性の中で自分の立ち位置を比較することができる

ようにしたい。 

家庭 CO2 統計

の活用可能性・

活用理由 

 啓発用資料用の図表に使用していたデータが古くなってしまい、更新し

てほしいという声があったため活用できるデータを探している際に紹介

された。 

家庭 CO2 統計

の活用方法・活

用成果 

 当団体で作成して一般公開している図表集の一部に、家庭 CO₂統計の結

果や公表資料の内容（冷蔵庫の製造時期、エアコンの設定温度、年間消

費量の機器別構成）を使用している。 

 節電に関する関心が高まっており、「家庭における電力消費量の内訳（年

間消費量の機器別構成）」の図は公開後から多くの方がダウンロードして

いる。 

家庭 CO2 統計

を活用した感想 

 データを咀嚼して活用するための時間が足りない。 

 各地域拠点や職員への研修の際に家庭 CO2 統計のデータを読み込んで

もらい、自分の地域の中でどう啓発に使えるかを考えるような研修を実

施することも有効である。 

調査事項への意

見・要望 

 職業（第一次産業・二次産業・三次産業）があるとよい。 

 省エネを心掛ける理由として「暮らしが豊かになるから」という項目を

追加してはどうか。 

調査設計（調査

規模、地域区分）

への意見・要望 

（特になし） 

公表方法（公表

時期、資料内容、

集計事項等）に

ついての意見 

 当該年度の調査の中で特徴的であった変化を最初に示していただけると

紹介しやすい。 

 CO₂排出量に多大な影響を与えた要因ついてポイントを示していただけ

ると啓発事項を検討する際に参考になる。 

 毎月のエネルギー価格のトレンドとエネルギー消費量の関連性に興味が

ある。 

 地域別の気温傾向や災害による影響についても関心がある。 

 電気自動車を所有している世帯で、電力消費のどのくらいを電気自動車

が占めているのか関心がある。 

 特定の属性に対してどのような対策が効果的かについて事例紹介がある

とよい。 

その他  地域拠点の職員の中には家庭 CO₂統計のようなデータを読み込んで自

分たちの地域に合った啓発を考えることが得意な者もいるため、そのよ

うな者とセンターが連携して効果的な啓発を考えることを試験的に行う

ことも可能である。 

 調査に回答していただいた方は家庭のエネルギー消費について関心が高

くなっているため、調査終了後などに診断を紹介することができるとよ

いと思う。 
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4.1.5 まとめ 

 

(1) 要望・意見 

ニーズ把握ヒアリングにより得られた主な要望・意見は、以下の通りである。 

 

1） 調査項目 

i) 設問の新設 

 断熱性能に関する指標 

 詳細な都市ガス普及状況（都市ガス導管敷設状況） 

 PV や EV の導入に関連する補助制度の認知状況 

 EV の自宅での充電状況 

 自宅の屋根に PV の設置が可能かどうか 

 一日の生活パターン 

 購買などの消費生活行動 

 水の消費量 

 集合住宅内の住戸位置 

 世帯員の職業（第一次産業・二次産業・三次産業） 

ii) 既存設問の見直し 

 所得階層（年間世帯収入）の細分化 

 ガソリン車とハイブリッド車の分離 

 住宅構造の選択肢への鉄筋コンクリート造、鉄骨造の追加 

 世帯員の続柄の選択肢における子供の細分類（就学前後、大学入学前後など） 

 省エネ実施理由への「暮らしが豊かになるから」という選択肢の追加 

 

2） 調査設計・公表 

i) 調査設計 

 地域（自治体）特性が把握できるような情報（の粒度） 

ii) 公表方法 

 モビリティ関係のデータに関する集計の公表 

 当該年度の調査の中で特徴的であった変化の紹介（CO₂排出量に多大な影響を与えた要因の

ポイント） 

 毎月のエネルギー価格のトレンドとエネルギー消費量の関連性の情報 

 地域別の気温傾向や災害による影響に関連する情報 

 電気自動車所有世帯における、電力消費量に占める電気自動車電力量の割合に関連する分析 

 属性別の効果的な省エネ省 CO2対策の事例紹介 
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iii) 二次利用申請 

 二次利用データベース上の設問番号の調査年度を跨いだ固定 

 二次利用データへの市区町村コードの付与 

 二次利用データへの国交省の建築物省エネ法の地域区分（8 区分）の付与 

 電気・ガスの各月の使用開始日および終了日の二次利用データベースへの付与 

 市区町村それよりも細かい区分の住所情報の二次利用データベースへの付与 

 例月票の当該月内の主な変化に関する項目（問 1）の二次利用 

 

3） 意見 

 データを見たからと言って、行動変容に繋がるとは限らない。脱炭素施策を専門家や自治体

が市民と一緒に検討することが行動変容に繋がるのではないか。 

 環境意識を持ってもらい、自分事化してもらえるよう、データの見せ方・伝え方を工夫する

必要がある。 

 各地域の啓発担当者と連携して効果的な対策を考えることを試験的に行うことも可能。 

 カーボンニュートラルに向けてサプライチェーン全体の排出まで目を向けた脱炭素の計画を

立てている業界が少ないように感じている。 

 本来は住宅の環境がどうなっているかを室温とセットで見ていく必要がある。 

 

(2) 課題 

調査項目については、これまでのニーズ把握ヒアリングと同様に、住宅の断熱性能に関する指

標へのニーズが寄せられた。一方で、断熱性能に係る事実関係を、一般世帯に対して訊くことの

難易度は非常に高い。このことは平成 30 年度業務における検討にて確認しており4、現在もその

状況に進展は見られていない。一方、住宅のエネルギー消費実態に関する既往研究では、居住者

の温熱感覚が調査されており、その有用性に関する実績が蓄積されている。今回のヒアリング調

査でも研究者 F よりこの方法の提案があり、2020 年度のヒアリング調査でも同様の提案があっ

た5。公的統計では事実関係のみが調査対象で、意識を調査することができないという制約がある

ため、温熱感覚をそのまま調査することはできないものの、有用であることが実績として示され

ており、尚且つ一般世帯が回答可能な項目であるということの意義は大きい。感覚を直接訊かな

い方法で、温熱環境の評価が可能な訊き方を検討することは一案と考えられる。 

また、家庭 CO2統計が本来主眼を置いている、世帯当たりエネルギー消費量およびそれに起因

する CO2排出量とは異なる観点を持った項目について希望が寄せられていることも、過年度のニ

ーズ把握ヒアリングと同様である。家庭 CO2統計の設計上、こういった項目の追加について優先

順位を上げることは困難であると考えられる。一方で、昨今は、特定の部門内のエネルギー消費

構造並びに CO2排出構造を分析するだけでなく、よりスコープを広げた CO2排出のフットプリン

 
4 環境省：平成 30 年度家庭部門の CO2排出実態統計調査事業委託業務（平成 29 年度調査分の集計等）報告書, p.48-

49, （2019 年 3 月）https://www.env.go.jp/content/900446903.pdf 
5 環境省：令和２年度家庭部門の CO2排出実態統計調査事業委託業務（令和３年度調査分の準備等）報告書, p.20, 

（2021 年 3 月）https://www.env.go.jp/content/900446914.pdf.pdf 
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トに目を向けることの重要性が増してきている。この点は、「カーボンニュートラルに向けてサプ

ライチェーン全体の排出まで目を向けた脱炭素の計画を立てている業界が少ないように感じてい

る」という研究者 D からの意見からも窺える。そういった視点に立脚した項目（例えば、購買な

どの消費生活行動）は、そのような潮流において意義のある調査項目となり得る。近年は、エネ

ルギー貧困の問題やエネルギーの公正な移行に関する問題等、調査設計時には想定していなかっ

たような研究分野において家庭 CO2統計が活用されてきている6,7。そのことを踏まえると、家庭

部門の CO2排出構造分析を主軸に据えつつも、これからは、時代のニーズに応じた調査項目を検

討し、家庭CO2統計の意義を拡張していくこともまた、重要になってきているものと考えられる。 

また過年度のヒアリングでは、様々な自治体から、自治体職員が理解できるような分かりやす

い資料の公表に関する要望や、地方別値ではなく自分たちの自治体の値が得られることを統計的

な正しさよりも優先したいという意見を伺ってきた8。しかし、公的統計という性質上、公表にお

いては統計的正確さが必須となるため、家庭 CO2統計の公表仕様を、自治体のニーズに寄り添っ

たものにすることは困難である。一方で今年度のヒアリングにおいては、「各地域の啓発担当者と

連携して効果的な対策を考えることを試験的に行うことも可能」という提案を受けた。統計の公

表とは別に、そのような普及啓発のための連携ができれば、家庭 CO2統計を自治体や市民に向け

て発信できる可能性が広がると考えられる。そのような連携の模索も、今後は重要と考えられる。 

 

  

 
6 Okushima, S.: “Energy poor need more energy, but do they need more carbon?” USAEE Working Paper, No. 20-458 (2020). 
7 Nan Wang: “Just Transition and household energy poverty in Japan” 第 41 回エネルギー・資源学会研究発表会講演論
文集, no.1-3, p.12-17（2022 年 8 月） 

8 例えば、環境省：令和２年度家庭部門の CO2排出実態統計調査事業委託業務（令和３年度調査分の準備等）報告
書, p.23-26, （2021 年 3 月）https://www.env.go.jp/content/900446914.pdf.pdf 
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4.2 e-Stat のデータベース化 

(1) e-stat データベースの使用目的 

政府統計のポータルサイト「e-Stat」上で、これまではエクセルファイルの約 700 の統計表を

掲載してきた。e-Stat データベースは、この統計表をデータベース形式で登録することで、e-Stat

上で、表頭・表側項目や対象地域を選択して、統計表を整表できるものである。 

 

(2) 今年度の業務範囲 

令和 2 年度調査の全国版と地方版の全ての統計表を対象に、データベース登録を行った。 

 

(3) e-Stat データベースへの登録方法 

e-Stat データベースの登録は、データベースの登録メニューに加えて、エクセルマクロでの業

務支援ツールが、統計センターにより用意されている。これらの機能を組み合わせて、約 700 の

統計表の効率的な登録を行うことを念頭に、データベース設計と作業手順の定義を行った。 

 

＜データベースの設計＞ 

データベースの設計では、登録すべきデータの種別とそのパターンを整理し、登録に必要な

テーブル内容と構造を定義した。 

 登録すべきエクセルファイル数 

全国：第 1 表～第 7 表 67 表 ＝67 表 

10 地方：第 1 表～第 7 表 67 表 ＝670 表 ⇒全 737 表 

 表側のパターンを分析し、登録すべき表側テーブルを定義 

 表頭のパターンを分析し、登録すべき表頭テーブルを定義 

 地方区分、単位などの付帯情報を分析し、登録すべき欄外テーブルを定義 

 

＜データベース登録の作業手順＞ 

登録すべきテーブルの構成を踏まえて、作業手順を定義した。 

 全国版統計表で使用する分類事項テーブルの登録 

表側テーブル、表頭テーブル、単位テーブル 

 全国版の統計表ファイルの登録 

e-stat から DB 連携で自動設定 

 全国版の統計表分のデータベースの登録 

 全国版の統計表分のパラメータファイルの登録 

分類事項テーブルと統計表ファイル、データベースをつなぐパラメータを設定 

 全国版の統計表分のデータベースへのデータロード 

e-stat 上にデータベースが表示される 

 地方版統計表で使用する分類事項テーブルの登録 

表側テーブル、表頭テーブル、単位テーブル 
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 地方版の統計表ファイルの登録 

e-stat から DB 連携で自動設定 

 地方版の統計表分のデータベースの登録 

 地方版の統計表分のパラメータファイルの登録 

分類事項テーブルと統計表ファイル、データベースをつなぐパラメータを設定 

 地方版の統計表分のデータベースへのデータロード 

e-stat 上にデータベースが表示される 

 

(4) 登録データベースへの検査方法 

e-Stat データベースに登録したデータについて、以下の方法で検査を行った。 

 

＜全国版データベースの検査＞ 

 e-statに登録した全 67個のデータベースから、それぞれ全データをダウンロードし、

e-Stat に登録されている統計表エクセルと以下が一致しているかを確認した。 

 表頭の記載内容 

表側の記載内容 

単位 

任意の 1 列のすべてのデータ 

任意の 1 行のすべてのデータ 

 

＜地方版データベースの検査＞ 

 e-stat に登録した 67 表×10 地方＝670 個のデータベースから、1 地方につき 7 個程

度として 67 個のデータベースから、それぞれ全データをダウンロードし、e-Stat に

登録されている統計表エクセルと以下が一致しているかを確認した。 

 表頭の記載内容 

表側の記載内容 

単位 

任意の 1 列のすべてのデータ 

任意の 1 行のすべてのデータ 

 

(5) データベース登録作業の所用期間 

e-Stat データベースへの登録作業では、登録作業に約 4 ヵ月、検査に約 2 ヶ月の期間を要した。 

 全国版データベース収録：令和 4 年 8～11 月 

 全国版データベース検査：令和 4 年 12 月 

 地方版データベース収録：令和 4 年 8～11 月 

 地方版データベース検査：令和 5 年 1 月 
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